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　本研究（Ⅰ）（『広島経済大学研究論集』第３６
巻第３号，２０１３， pp. １７–４３．）では，先行研究
と統計資料を参照し，筆者の高等学校における
教育現場と教育行政での勤務経験を基に，中学
校の進路指導の視点から「高等学校教育の現状」
に焦点を当てて考察した。考察内容としては，
広島県における①少子化のインパクトと高等学
校の設置状況の分析，②私立学校と公立学校の
違いと公私比率の問題の検討，③総合学科高校
や多部制定時制高校などの新しいタイプの高等
学校の諸課題であった。
　続く研究（Ⅱ）（『広島経済大学研究論集』第
３６巻第４号，２０１４， pp. ４７–７３．）では，進路指
導の在り方を探るために「公立中学校の進路指
導の実際」に焦点を当てて考察した。広島県に
おける高等学校の学科別の募集比率・志願倍率
や，公立高等学校の入試制度の内容を詳細に考
察した。
　今回の研究（Ⅲ）（『広島経済大学研究論集』
第３７巻第１号，２０１４）では，第一に高等学校の
教育内容に焦点を当て，最も重要な「教育課程」
を取り上げる。中学校の進路指導の視点から研
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究するという本研究の立場から，中学校の教員
や中学生が入手可能な情報として，基本的に高
等学校のホームページから得られる教育課程に
限定した。普通科，専門学科（農業・工業・商
業など）及び総合学科の各学科別に代表的な編
成事例を分析し，その特徴を明らかにする。第
二に中学生の「高等学校についての情報収集」
に関して考察する。中学生が高等学校に関する
情報を具体的にどのような機会を通して得てい
るのかを，中学校側と高等学校側の両面から整
理し，その内容と問題点を分析する。
　因みに，次回の研究（Ⅳ）では，広島県にお
ける高等学校の適正配置と適正規模の問題に焦
点を当てて考察し，本研究のまとめを行う予定
である。

７．　高等学校の教育課程に関する考察

　学校経営において，教育課程（カリキュラ
ム：curriculum）は組織としての学校の学校た
る所以を示すものであり，学校経営の根幹をな
すものと言える１）。教育課程とは，学校において
教育する内容を教科の学問的体系を踏まえ，か
つ，児童生徒の心身の発達段階に応じて体系的，
計画的に組織編制したものである。これを編成
する最終的権限は，各学校（校長）にある。勿
論，校長に編成権があると言っても，校長が一
人で編成できる訳ではない。それでは，校長は
何をしているのだろうか。また，教員はどのよ
うな手順で編成するのだろうか。以下，具体的
な編成手順を考察する。

７．１　教育課程の編成上の前提条件

　中学校と比較した場合，教育課程編成上の自
由度が大きいのが高等学校の特徴である。自由
度が大きいと言っても，人的・物的な面での限
界があることも事実である。そこで，教育課程
編成上の前提条件，つまりその制約を表 ３–１ に
整理しておく。

　表 ３–１ の教育課程を編成する上での人的・物
的な前提条件を考察しておきたい。
　①　高等学校の教員数は，「教員定数」とし
て法律によって定められている。ただし，教科
ごとの人数が決まっている訳ではない。例えば，
筆者の勤務していた公立高等学校の教員定数は，
４９人となっていた。この４９人をどの教科に何人
振り分けるかについては，決まっている訳では
ない。教育課程をどのように編成するかによっ
て，自ずと教科ごとの教員数が固まってくる。
国語の教員を一人増やそうとすれば，他のどれ
かの教科の教員を一人減らさなければならなく
なる。
　②　高等学校の施設・設備は，簡単に変更で
きるものではない。例えば，普通教室や特別教
室の部屋数の制約がある。運動場や体育館，格
技場も使用できる人数は限度がある。また，パ
ソコンなどの整備台数も決まっている。小人数
授業を導入しようと考えても，小教室が整備さ
れていなければ学びの場所を確保することがで
きない。
　③　一人の教員の一週当たりの持ち時間数は，
週１８時間程度である。勿論，それを超えて授業
を担当することは可能であるが，常識的には週
２０時間が限界である。選択科目を設定したり， 

２クラス３班編成で，習熟度別授業を設定した
りすれば，総授業時間数がそれだけ増加する。
増えた授業時間数の部分は，非常勤講師（時間
講師）で対応することになるが，教育委員会に
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表 ３－１　教育課程編成上の前提条件

①　高等学校ごとに教員の定数（総数）が法律で定
められている。

②　高等学校の施設・設備の整備状況を変更するこ
とはできない。

③　教員一人当たりの持ち時間数は，一週間で１８時
間前後である。

④　一週間の授業時間数は，３０時間前後である。
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要望してもすべてが認められる訳ではない。ま
た，非常勤講師を探すことが難しい教科もある。
　④　一週間の授業時間は，全体で３０時間であ
る。一日に６時間の授業があり，月曜日から金
曜日までの５日間で，３０時間になるのが一般的
である。ただし，７時間目の授業や土曜日も授業
を行うのであれば，３０時間を超えることになる。

　以上のように，高等学校の教育課程編成につ
いて，一定の制約が存在することは，当然のこ
とである。高等学校は，この制約を無視して教
育課程を編成することはできないが，それぞれ
の学校で地域の状況や生徒の実態を前提としな
がらも，他校との差別化を図るために特色を打
ち出そうとして，常に見直しを繰り返しながら，
様々な工夫・改善が重ねられてきている。
　高等学校の教育課程が，多様なものとなって
いるのは何故であろうか。その理由は，課程・
学科によって教育内容が異なり，教育課程の編
成内容も大きく異なることになるからである。
すべての高等学校で共通する必履修教科・科目
の単位数は，３１単位である。例えば，全体で８７
単位履修させる場合には，５６単位については，
学科の特徴や学校の特色を打ち出すことが可能
になっている。高等学校の場合，小・中学校の
ように教科の時間数が定められている訳ではな
いので，高等学校ごとに教育課程が異なるので
ある。この高等学校の特徴を最大限に活かして
いるのが「総合学科」である。ここでは，高等
学校における一般的な教育課程編成の流れを示
しておく。

７．２　教育課程の編成前の検討事項

　高等学校の教育課程の編成前に，次の表 ３–２
に示した４項目を検討する必要がある。周知の
とおり，高等学校の設置学科については，設置
者が定めることになっている。学科の設置につ
いては，普通科から総合学科に改編するような

大学科の改編もあれば，商業科を情報処理科や
会計科に改編する小学科の改編もある。これは
公立の場合は教育委員会が決定する重要事項で
ある。実際には，高等学校側から「学科改編の
要望書」が教育委員会に提出される。この要望
書を教育委員会が精査して，内容が妥当で必要
性が認められた場合，施設・設備の整備のため
の予算措置をして，学科改編が実施される。そ
の場合，学校は新しく教育課程を編成すること
になる。
　中学生の進路指導に焦点を当てて考えると次
のようになる。コースや類型の設定についても，
教育課程が変わる訳である。コースや類型の設
定が，高等学校が設置されている地域の状況や
入学してくる生徒の実態に合ったものでなけれ
ばならない。小学科・コースの入学定員（募集
クラス数）を「間口（まぐち）」と呼ぶこともあ
るが，この間口の設定が重要になってくる。（実
際に北海道では間口と呼んでいる。）
　農業科・工業科・商業科というのは，専門学
科の中の「大学科」であり，この大学科の中に
いくつかの「小学科」が設置されるのが一般的
である。中学生の進路選択においては，入学試
験（選抜試験）を受ける段階で小学科やコース
を選択する必要がある。そのため，小学科や
コースの内容が中学生に理解されていなければ
ならない。
　小学科については，特定の分野の学習を深く
追求するものであるので，専門性が高くなる。
例えば，商業科（大学科）の中に会計科（小学
科）を設置した場合，会計分野の科目を大単位
で履修する教育課程が編成される。情報処理科
（小学科）であれば，ビジネス情報分野の科目が
中心となる。どの程度の単位数が適切であるの
かは，各高等学校が判断して決定することに
なっている。一般的には，専門科目全体の履修
単位数の半分以上を占めることになると考えら
れる。学習指導要領で定められている科目で対
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応できない場合には，教育委員会に学校設定科
目の申請をすることも視野に入れておく必要が
ある。
　コース制と類型制の決定的な違いは，生徒募
集の際に定員を設けるかどうかということであ
る。コース制では，小学科と同様に入学定員
（間口）が定められるが，類型制では２年次の類
型選択であるので，入学定員が決まっている訳
ではない。それでは，例えば専門学科の中の体
育科と普通科の体育コースの違いがどこにある
のかが曖昧である。この二つは，入学段階で選
択するという意味では同じと考えられる。ただ
し，中学生にとってはイメージが大きく異なる。
なぜならば，体育科と普通科（体育コース）の
違いは大きなものがあると捉えるのが常識的な
理解であるからである。これは，設置者がどの
ように判断するかによると考えられる。体育科
として普通科から独立させて専門性を深める方
向がよいのか，それとも普通科の中での体育
コースとして専門性は少し浅くなってもよいと
考えるのかである。最終的には，高等学校の設
置者である教育委員会が，入学してくるであろ
う生徒を想定し，指導する教員の数や力量を勘

案して決定することになる。
　教育課程を編成する前に， ２年次からの類型
制を採用するのか，選択科目で対応するのかを
決めておく必要がある。選択科目の設置につい
ては，多くの科目の中から自由に選択させる方
法もあるし，数科目の中から一つ又は二つ以上
の科目を選択させる方法もある。科目の組み合
わせをどうするのかも重要な検討事項である。
選択科目の設置については，特に総合学科にお
いて重要である。

７．３　教育課程の編成手順

　高等学校の教育課程の編成は，一般的に大き
く次の表 ３–３ のとおり三段階で行われる２）。
　注意すべきことは，（１）と（２）の段階を省略
して（３）の教育課程の編成に入らないことであ
る。なぜならば，検討の前提が定まっていなけ
れば，検討委員会の委員の利害や意見が衝突し
て，各教科の単位数の争奪合戦の様相を呈する
ことになりかねないからである。第一段階の校
長の示す教育課程編成方針がない場合に，第二
段階に入ってもどこから出発して検討していい
のかが決まらない為，重点目標の設定もできず，
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表 ３－２　高等学校の教育課程編成前の検討事項

・小学科名は，教育内容の特徴を示すものであるか？
・小学科ごとの教育目標と取得する職業資格との関係を中学生に明確に説
明できるか？
・各小学科における専門教科の比率と専門科目の単位数が小学科名に相応
しいものであるか？

小学科の設置

・各コースの特色を中学生に明確に説明できるか？
・各コースの名称が専門分野の深化との関連で整合性があるか？
・二年次からの類型制や選択科目制で対応可能な内容ではないのか？

コースの設置

・生徒に複数の類型の中から一つを選択させる必要があるのか？
・類型制ではなく選択科目の設置で対応できるレベルではないのか？
・類型別のクラス編成が可能であるのか？

類 型 の 設 置

・選択科目の内容は，類型を設置すべきレベルではないのか？
・選択科目の科目群は，生徒の学習ニーズに対応しているのか？
・選択科目の組み合わせは，生徒の状況にマッチしているのか？
・生徒が安易な科目選択になったり，選択者の人数に大きな偏りが出たり
する恐れはないか？

選択科目の設置
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現行教育課程の評価もできない。また，第二段
階を省略することも絶対に避けるべきである。
ここに相当の時間をかける必要がある。何を学
校の重点目標とするのかを徹底的に議論すべき
である。また現行教育課程の成果と課題（反省
点）は何かを明らかにしなければ，次の段階で
の議論が拡散する恐れが多分にある。勿論，議
論がまとまらない場合は，常に（１）の前提を確
認し合いながら，整理して，随時，校長に報告
する必要がある。その際，生徒の学びの実態や
進路の状況を度外視することのないように配慮
する必要がある。教育課程の編成によっては，
教員定数の中での各教科の教員数が変動するこ
とがあることも忘れてはならない。（教員はその
ことを十分に理解している。）その際，管理職
は，教員間の力関係によって各教科の比重が変
わるようなことのないように注意すべきである。
　次に（３）第三段階の教育課程の編成につい
て，その手順と内容を表３–４ に示しておく。
　周知のとおり，我が国の高等学校の教育は，
「普通教育」と「専門教育」の二つに区分されて
いる。学校教育法施行規則でそれぞれに該当す
る教科が示されている。
　因みに，普通教科とは，国語，地理歴史，公
民，数学，理科，保健体育，芸術，外国語，家
庭，情報の１０教科である。専門教科は，農業，

工業，商業，水産，家庭，看護，情報，福祉，
理数，体育，音楽，美術，英語の１３教科である。
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表 ３－３　高等学校における三段階の教育課程編成

（１）第一段階：高等学校の校長が示す教育課程編成方針
校長は，学校の将来ビジョンを策定したうえで，高等学校の特色づくりや生徒の
進路保障などを考慮して，教育課程の編成方針を教員に示す。

（２）第二段階：高等学校の教育目標の設定及び確認
高等学校の使命と位置付け，生徒の実態，地域の状況などに対応した目標の重点
を設定する。そして，実施中の教育課程の成果と課題を整理して，今度の各教科
の学習指導に関する目標と指導方針をまとめる。

（３）第三段階：教育課程の編成
校長の指示を受けて，教頭又は教務主任が委員長となる「教育課程検討委員会」（学
年主任や教科主任などが委員）などの名称の委員会を設置する。そこでは，（１）
の校長の教育課程編成方針をもとに，（２）を考慮しながら教育課程の編成に関し
て分担・協力して，検討作業を行う。

＊筆者作成

表 ３－４　具体的な教育課程編成の手順

①　学習指導要領に示されている教育課程の編成方
針を確認する

②　教育委員会が定めている教育課程の編成基準を
確認する

③　校長の示した編成方針を確認する
（小学科制・コース制・類型制などの制度変更
を指示することもある）

④　現行の教育課程の評価を行う
（生徒の視点から成果と課題を明らかにする）

⑤　履修教科の単位数の大枠を決定する

⑥　学校の教育目標と各教科の単位数（授業時間
数）の関連を検討する

⑦　教育課程全体の統一性やバランスについて検討
する（ムリ・ムダ・ムラがないかという視点か
ら検討する）

⑧　履修教科・科目の学年配当を決定する
（必履修科目の設定を最初に決定する）

⑨　教科・科目の履修形態を決定する（小人数授業
や習熟度別授業，継続履修など）

⑩　各学年における選択科目を決定する
（選択科目の組み合わせや使用可能な教室数な
どによって検討する）

⑪　学校設定科目の設定を決定する

⑫　総合的な学習の時間の時間配分を決定する

⑬　最終的に，具体的な単位数を入れた教育課程表
を作成する

＊筆者作成



そのうち，職業に関する教科は，農業，工業，
商業，水産，家庭，看護，情報，福祉の８教科
で構成されている３）。

７．４　小　括

　各学校（校長）は，文部科学省（文部科学大
臣）が告示している「高等学校学習指導要領」
を基準として教育課程を編成し，教育委員会へ
届け出る，いわゆる「届出制」となっている。
ただし，学校が教育委員会事務局へ届け出れば
そのまま受理される訳ではない。教育委員会事
務局では，教育課程の内容を精査し，誤りがあ
れば訂正させるし，必要があれば指導助言をし
て修正させたうえで受理する。勿論，憲法，教
育基本法の理念を実現し，学校教育の目的や目
標を達成するために必要な教育活動が展開され
ることが求められていることは言うまでもない。
付言するならば，この学習指導要領は，かつて
は最高裁判所の判決を踏まえて「大綱的基準」
と言われていたのであるが，最近では全員に共
通に指導すべき内容を示しているという意味で
「最低基準性」或いは「共通基準性」を有してい
るとも言われている４）。
　中学生が高等学校を選ぶということは，教育
プログラムである教育課程を選択することに他
ならない。中学校の教員が高等学校の教育課程
について調査・研究する際に注意すべきことは，
個々の高等学校によって，その内容が大きく異
なっていることである。すべての高校生に履修
させる必要のある教科・科目については，学習
指導要領で定められている５）。（本研究では，必
履修の教科・科目に関する考察は省略する。）
　教育課程表で示されていない学校経営上の諸
問題については，本研究（Ⅲ）では考察対象と
していないが，学校現場では工夫・改善が続け
られていることを付言しておく。学校経営上の
問題としては，授業日数，授業時間数，指導形
態，指導方法・技術などが存在する。例えば，

授業時間数を確保する為に， ２学期制や６０分・
９０分授業などを試みる高等学校もある。指導形
態や指導方法・技術に関しては，非常勤講師を
採用することで習熟度別授業や小人数授業など
よる指導も展開されている。筆者は，最も重要
なことは教員の指導力量だと考えている。なぜ
ならば，教員の指導力量が伴っていなければ，
教育課程が十分に機能しないからである６）。この
指導力量とは，生徒の把握，発問，教材解釈，
補助教材の作成，板書，説明，机間指導などの
力量のことである。

８．　代表的な学科の教育課程編成事例

　中学校の教員にとって，高等学校の教育課程
を読み解くことは，容易なことではない。その
理由は，各高等学校の課程や学科によって様々
な教育課程が編成されているからである。しか
し，中学校の教員が進路指導をする際に，各高
等学校の教育内容を理解しておくことは，必須
のことである。
　そこで，本研究（Ⅲ）では，中学校の進路指
導の視点から，高等学校における教育課程の編
成事例について，学校要覧や学校のホームペー
ジに掲載されている具体的な事例を基に考察す
る。農業科・工業科・商業科・看護科・福祉科
などの職業系の専門学科の教育課程を分析する
際には，専門科目の名称だけでは，その学習内
容を把握することはできないので，高等学校学
習指導要領を参照したり，実際に使用されてい
る教科書で確認したりする必要がある。専門学
科においては，専門教科・科目について「すべ
ての生徒に履修させる単位数は，２５単位を下ら
ないこと」と定められていることを知っておく
必要がある。つまり，専門学科では「専門科目
を最低限２５単位以上履修させる」教育課程を編
成する必要がある。専門科目の比重は，全体の
三分の一に押さえられているように見えるが，
「下限規定」である点に注意する必要がある７）。
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因みに，総合学科にはこの縛りはないので，専
門科目の履修をしないという選択肢もある。

８．１　普通科の編成例

８．１．１　普通科のデータ

　公立高等学校，普通科（文科型）の教育課程
の編成実例（データ）を表３–５ に示しておく。
８．１．２　普通科の教育課程の考察

　普通科の教育課程は，国語，地歴・公民，数
学，理科，英語の単位数が圧倒的に多いことが
特徴である。他方，保健体育，芸術，家庭，情
報の教科は，最低限の単位数に抑えているとい
うことが分かる。また，二年次から類型制を採
用して「文系」と「理系」に分かれるのが一般
的である。普通科の中でもいわゆる「進学校」
と呼ばれる高等学校では， １週当たりの授業時
数が３０時間を超えていたり， １単位時間を標準
の５０分に設定しないで，４５分から７０分まで多様
な時間設定をしていたりする傾向がみられると
いう調査結果がある８）。
　普通科で専門科目の履修ができない訳ではな
い。しかし，大学進学希望者が圧倒的大多数で，
就職希望者が少ない学校では，専門科目を設置
していないことが多い。就職希望者がある程度
存在する普通科では，三年次で「簿記」などの

専門科目を数単位選択できる教育課程を編成し
ていることがある。ただし，普通科からの就職
については，製造現場等が多く高校生にとって，
必ずしも魅力ある就職先が多いとは言えない９）。
　普通科と専門学科，総合学科との違いはどこ
にあるのかという疑問が湧いてくる。例えば，
普通科で専門科目（商業科の科目）を２５単位以
上履修させる教育課程を編成した場合，それは
普通科と言えるのだろうかということである。
生徒全員が商業科目を２５単位以上履修する教育
課程であっても，普通科を名乗ることは可能で
ある。勿論，それは普通科ではなく「商業科」
に学科改編することが必要だという意見が出て
くるだろう。
　総合学科で，専門科目を全く選択しないで普
通教科・科目だけを履修した生徒の場合，普通
科を卒業した生徒と同じ内容を学んだことにな
る。つまり，総合学科の卒業生ではなく普通科
の卒業生と見做す方が適切であろう。しかし，
高等学校における設置学科の問題と履修する科
目内容の問題は区別して考えなければならない。
どの学科を名乗っている高等学校であるのかが
最も重要だということになる。設置されている
学科が，普通科なのか専門学科，総合学科であ
るのかが大前提になる。筆者が指摘しておきた
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表 ３－５　普通科（文科型）の教育課程の例（平成２５年度入学者）
カッコ内の数字は単位数を示す

■第１学年
国語総合（４），現代社会（２），数学Ⅰ・Ａ（５），化学基礎（２），生物基礎（２），体育（２），保健
（１），音楽Ⅰ・美術Ⅰ・書道Ⅰ（２），コミュニケーション英語Ⅰ（３），英語表現（２），家庭基礎
（２），社会と情報（２），総合的な学習の時間（１），LHR（１）

■第２学年（文科型）
現代文Ｂ（２），古典（３），世界史Ｂ（４），日本史Ｂ・地理Ｂ（２），政治経済（２），数学ⅡＢ（７），
地学基礎（２），体育（２），保健（１），コミュニケーション英語Ⅱ（４），表現英語Ⅱ（２），総合的
な学習の時間（１），LHR（１）

■第３学年（文科型）
現代文Ｂ（２），古典Ｂ（３），日本史Ｂ（２）・地理Ｂ（２），世界史研究（３）・日本史研究（３）・地
理研究（３），倫理（２）・発展英語（２），総合数学（５），生物研究（２），化学研究（２）・地学研究
（２）・地理Ｂ（２），体育（２），コミュニケーション英語Ⅲ（４），英語表現Ⅱ（３），総合的学習の時
間（１），LHR（１）

＊広島県の公立高等学校（普通科）の HPを基に筆者作成（２０１３．５．２３．閲覧）



いことは，農業科・工業科・商業科などの専門
学科では，２５単位以上の専門科目の履修が規定
されているが，普通科や総合学科では，どの専
門教科・科目を何単位以上履修しなければなら
ないという規定がないということである。
　これは，あまり知られていないことである。
どの学科を名乗るのか，すなわち設置学科は何
かということが最も大事だということである。
　次に職業系の専門学科の実際の教育課程がど
のようなものかを明らかにしておく。専門学科
の教育課程は，各高等学校によって違いが見ら
れるが，ここでは，各専門学科の中から，代表
的な学科と考えられる小学科として，農業科
（食農科学科），工業科（機械科），商業科（経理
コース），水産科，看護科，福祉科の平成２５年
度の入学者の教育課程の編成例を考察する。

８．２　農業科の編成例

８．２．１　農業科（食農科学科）のデータ

　高等学校の農業科（食農科学科）の教育課程
の編成実例（データ）を表 ３–６ に示しておく。
　前文部科学省教科調査官の佐野明によると，
農業科の各科目は，次のように大きく４つの役
割があると述べている１０）。一つ目は，農業学習
の導入の役割を果たす「農業と環境」である。
二つ目は，各分野の基礎・基本を内容とする
「作物」から「グリーンライフ」までの科目であ
る。三つ目は，実践力を育成する「総合実習」
で，最後は，問題解決能力を育成する「課題研
究」である。
８．２．２　農業科の教育課程の考察

　農業に関する各学科においては，「農業と環
境」及び「課題研究」の２科目が原則として履
修すべき科目，つまり必修科目となっている。
また，農業に関する科目に配当する総授業時数
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表 ３－６　農業科の教育課程の編成例（平成２５年度入学者）

■第１学年
国語総合（４），世界史Ａ（２），数学Ⅰ（３），科学と人間生活（２），体育（２），保健（１），音楽
Ⅰ・美術Ⅰ（２），コミュニケーション英語Ⅰ（３），家庭基礎（２），農業と環境（３），総合実習
（３），農業情報処理（２），総合的な学習の時間（１），LHR（１）

■第２学年
国語表現（４），現代社会（２），数学Ａ（２），生物基礎（３），体育（２），保健（１），英語会話（２），
ビジネス基礎（２），総合実習（３），作物（２），野菜（３），果樹（２），食品製造（３），LHR（１）

■第３学年
現代文Ａ（２），日本史Ａ（２）・地理Ａ（２），農業情報処理（２），化学基礎（３），体育（３），グ
リーンライフ（４）・ビジネス実務（４），課題研究（２），総合実習（５），生物（３）・作物（３）・野
菜（３）・果樹（３），食物製造（２），農業経営（２），LHR（１）

＊広島県の公立高等学校（農業科）の HPを基に筆者作成（２０１３．５．２３．閲覧）
＊下線部分が専門科目を示している（以下同じ）

＊筆者作成
図 ３－１　編成例における「農業科」の専門科目の学年配当図



の１０分の５以上を実験・実習に配当することに
なっている１１）。農業科の教育課程の特徴は，専
門科目の単位数が多いことである。そして，学
年の進行に応じて履修単位数が増えていくこと
である。
　農業科は，次の４分野の教育が展開されてい
る。

 

　農業科の学習分野は，次の４分野となってい
る。

　一般に「農業科は，生物生産と総合実習であ
る」と認識されているとおり，生物生産に関す
る科目が３年間で，２４単位の履修であり，「総合
実習」が３年間で１１単位となっていることが分
かる。事例として掲載した学科の専門科目の総
単位数は，４３単位となっている。
　編成例の３年生の専門科目の中に「ビジネス
実務」という科目が入っている。この科目は，
商業科の専門科目である。農業科ので商業の専
門科目を学ばせているが，これに問題はないの

表 ３－７　農業科の教育分野

①　農業の経営と食品産業に関する分野

②　バイオテクノロジーに関連する分野

③　環境創造と素材生産に関する分野

④　ヒューマンサービスに関する分野

だろうかという疑問があるかもしれない。
　専門学科は，専門教科・科目を２５単位以上履
修しなければならないと規定されているのだが，
誤解を避ける為に，若干の補足をしておきたい。
例えば，農業科で教科「農業」に関する科目を
２５単位以上履修させるのかと言えば，必ずしも
そうではない。図 ３–３ に示したように教科「商
業」や「工業」の専門科目を各５単位ずつ履修
させ，農業に関する科目を１５単位履修させたと
しても，農業科を名乗ることは可能である。な
ぜならば，専門教科・科目を２５単位以上履修し
ていることになるからである。

８．３　工業科の編成例

８．３．１　工業科（機械科）のデータ

　高等学校の工業科（機械科）の教育課程の編
成実例（データ）を表 ３–８ に示しておく。
　村田敬一は，新たな時代のものづくりは，「い
かに作るか」という視点から「どのようなもの
をいかに作るか」という視点に変えなければな
らないと述べている１２）。その理由は，環境問題
への対応，技術者倫理の要請が高まっていると
いう背景があるからである。これまで，工業高
等学校では，製品保存の仕方，再生・解体の仕
方，長く使う方法などを教えてこなかったとい
う反省を述べている。
８．３．２　工業科の教育課程の考察

　工業に関する各学科においても，農業科と同
様に工業に関する科目に配当する総授業時数の
１０分の５以上を実験・実習に配当することに
なっている。また，工業科の原則履修科目は，
「工業技術基礎」と「課題研究」の２科目であ
る１３）。
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＊筆者作成
図 ３－２　農業科の学習分野

  

＊筆者作成
図 ３－３　高等学校３年間の専門科目の履修内容例



　工業科の小学科は，２００種類以上あり多種多様
である。全国工業高等学校長協会の会員校基本
調査の分類では，次の５つに分けられている。
大まかにその構成比をみると，機械系の小学科
で学ぶ生徒が全体の約３３％で最も多い。次に電
気系が約１９％，建設系が約１４％となっている。
中学校の進路指導の視点から見て，工業科の教
育分野については，大きく分類すればこの５つ
と考えてよい。
　工業科の学習分野は，次の５分野となってい

る。

　工業科の教育課程の特徴は，農業科と同様に
専門科目の単位数が多いことである。そして，
学年の進行に応じて履修単位数が増えていくこ
とも農業科と同じである。一般に「工業科は，
製図と実習である」と認識されているとおり，
上記の事例でも「製図」を３年間で７単位，「実
習」を３年間で９単位ほど履修させていること
が分かる。実習は，工業科の中心的科目であり，
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表 ３－８　工業科（機械科）の教育課程の編成例（平成２５年度入学者）

■第１学年
国語総合（２），現代社会（２），数学Ⅰ（３），科学と人間生活（２），体育（３），保健（１），書道Ⅰ
（２），コミュニケーション英語Ⅰ（３），家庭基礎（２），情報技術基礎（２），工業技術基礎（３），
製図（２），工業数理（１），機械工作（２），LHR（１）

■第２学年
国語総合（２），地理Ａ（２），数学Ⅱ（２），数学Ａ（２），物理基礎（２），体育（２），保健（１），コ
ミュニケーション英語Ⅱ（２），家庭総合（１），生産システム技術（３），製図（２），実習（６），工
業数理基礎（１），機械設計（２），総合的な学習の時間（１），LHR（１）

■第３学年
現代文（２），世界史Ａ（２）・数学Ⅱ（２），物理基礎（２），体育（２），コミュニケーション英語Ⅱ
（２），家庭総合（２），原動機（３），生産システム技術（２），課題研究（３），実習（３），機械設計
（３），製図（３），LHR（１）

＊広島県の公立高等学校（工業科）の HPを基に筆者作成（２０１３．５．２３．閲覧）

＊筆者作成
図 ３－５　工業科の学習分野

表 ３－９　２００８年度の工業科学科系列別生徒数

生徒数　９４，４４３人３３．２％①　機械系

生徒数　５３，８０１人１８．９％②　電気系

生徒数　３８，８６０人１３．６％③　建設系

生徒数　２１，９２７人 ７．７％④　情報系

生徒数　１３，６５４人 ４．８％⑤　化学系

＊全国工業高等学校長協会の会員校基本調査より

＊筆者作成
図 ３－４　編成例における「工業科」の専門科目の学年配当図



授業形態は１０人程度の小グループでの取り組み
となっている。例えば，機械科では，旋盤実
習・溶接実習・材料実験・流体実験をローテー
ションで行っている１４）。実習の内容は小学科に
よって異なる点に注意を要する。例えば機械科
では製作実習が中心で技能の習得や理論の検証
がその内容となるが，電気科では実験が中心で
理論の検証・観察と技術的知識の習得などが内
容となる１５）。

８．４　商業科の編成例

８．４．１　商業科（経理コース）のデータ

　高等学校の商業科（経理コース）の教育課程
の編成実例（データ）を表 ３–１０ に示しておく。
　平成２１年に改訂された『高等学校学習指導要
領』で，商業科の新設科目として登場した４科
目は，マーケティング分野の「商品開発」，ビ
ジネス経済分野の「ビジネス経済」，会計分野の

「管理会計」，ビジネス情報分野の「ビジネス情
報管理」である。山田研二は，商業教育が流通
に関する教育から商業（ビジネス）に関する教
育に転換したのだと述べている１６）。また，ビジ
ネスの変化に対応して，就業体験の機会を積極
的に設けるとともに，高大連携（より進んだ学
習）や資格取得を視野に入れた商業（ビジネス）
教育を展開するために科目改善が行なわれたと
も述べている。
８．４．２　商業科の教育課程の考察

　商業に関する各学科においては「ビジネス基
礎」と「課題研究」２科目が原則として履修す
べき科目となっている。商業科の教育課程例で
は，「課題研究」がないが，これは「総合的な学
習の時間」で振り替えている。また，情報につ
いても商業の専門科目「情報処理」で振り替え
ている。
　１９９９年の高等学校学習指導要領改訂において，
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表 ３－１０　商業科の教育課程の編成例（平成２５年度入学者）

■第１学年
国語総合（４），地理Ａ（２），数学Ⅰ（３），体育（２），保健（１），音楽Ⅰ・美術Ⅰ・書道Ⅰ（２），
コミュニケーション英語Ⅰ（４），ビジネス基礎（２），簿記（５），情報処理（５），総合的な学習の
時間（１），LHR（１）

■第２学年
国語表現（２），現代文Ｂ（３），世界史Ａ（２），数学Ａ（２），科学と人間生活（２），体育（３），保
健（１），音楽Ⅱ（２）・美術Ⅱ（２）・書道Ⅱ（２），コミュニケーション英語Ⅱ（４），財務会計Ⅰ
（５），原価計算（４），総合的な学習の時間（１），LHR（１）

■第３学年
現代文Ｂ（２），進学国語（２）・就職国語（２），日本史Ａ（３）・英語表現Ⅰ（３），現代社会（３），
総合数学（２），生物基礎（２），体育（２），コミュニケーション英語Ⅱ（２）・英語会話（２），家庭
総合（３），課題研究（３），総合実践（２），財務会計Ⅱ（４），総合的な学習の時間（１），LHR（１）

＊広島県の公立高等学校（商業科・経理コース）の HPを基に筆者作成（２０１３．５．２３．閲覧）

＊筆者作成
図 ３－６　編成例における「商業科」における専門科目の学年配当図



商業教育からビジネス教育への移行という流れ
があり，ビジネスという表現が極端に増えてい
る。ただし，「ビジネス」という概念規定を明確
にしなければ，古くから使用してきた「商業」
との違いがどこにあるのかが曖昧になるだけで
ある１７）。
　商業科の学習分野は，次の４分野となってい
る。

　一般に「商業科は，簿記会計と情報処理であ
る」と認識されているとおり，簿記会計に関す
る科目を３年間で１８単位，情報処理を５単位履
修させていることがわかる。
　商業科の教育課程の特徴は，農業科・工業科
と比較して専門科目の単位数が少ないことであ
る。そして， １学年の専門科目の履修単位数が，
２・３学年よりも多くなっていることである。
これには，次の二つの理由がある。一つは，簿
記や情報処理などの検定資格を３年次の１学期
までに取得させようとしているためである。上
級の資格を取得しておくことで就職の際に有利

に働くということである。もう一つは，大学進
学を希望している生徒への対応として２・３年
次に国語や英語などの普通教科の履修を多く設
定し，大学入試への対応を図っているためであ
る。

８．５　水産科の編成例

８．５．１　水産科（海洋科）のデータ

　高等学校の水産科（海洋科）の教育課程の編
成実例（データ）を表 ３–１１ に示しておく。
　広島県以外の海に面している都道府県の中で，
大阪府，和歌山県，岡山県，佐賀県には，水産
に関する学科を設置した高等学校は存在しない。
また，海に面していない内陸県である埼玉県，
山梨県，長野県，岐阜県，滋賀県及び奈良県に
も水産に関する学科を設置した高等学校は存在
しない。ただし，これらの府県の中学生の水産
高等学校志願者は，特例により志願者を受け入
れる他県の水産高等学校（例；三重県立水産高
等学校，山口県立水産高等学校）に志願するこ
とができる。
８．５．２　水産科の教育課程の考察

　水産科の教育課程の特徴は，図 ３–８ に示した
とおり， １年時に専門科目の単位数が少なく。
２・３年時に専門科目が極端に多くなっている
ことである。当然のことながら，普通教科・科
目の単位数は，その逆になる訳である。一週間
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表 ３－１１　水産科（海洋科）の教育課程の編成例（平成２５年度入学者）

■第１学年
国語総合（３），世界史Ａ（２），数学Ⅰ（３），科学と人間生活（２），体育（２），保健（１），音楽
Ⅰ・美術Ⅰ・書道Ⅰ（２），コミュニケーション英語基礎（２），家庭基礎（２），水産海洋基礎（４），
海洋情報技術（２），総合的な学習の時間（１），LHR（１）

■第２学年
現代文学Ａ（２），日本史Ａ（２），数学Ⅱ（２），体育（２），保健（１）， コミュニケーション英語Ⅰ
（２），総合実習（６），海洋情報技術（２），漁業（２），航海・計器（３），船舶運用（３），LHR（１）

■第３学年
現代文学Ⅰ・地理Ａ・数学Ａ（２），政治経済（２），生物基礎（３），体育（２）， コミュニケーショ
ン英語Ⅰ（２），課題研究（３），漁業（２），航海・計器（４），船舶運用（４），小型船舶（４），LHR
（１）

＊千葉県の公立高等学校（海洋科・海洋船舶コース）の HPを基に筆者作成（２０１３．１２．１０．閲覧）

＊高等学校学習指導要領解説（商業編）より筆者作成
図３－７　商業科の学習分野



の授業時間が３０時間あるとして， ２・３年時に
は，その半分以上が専門科目の履修に充てられ
るということである。船舶の操船技術を身に付
けた「海技士」を養成するには，「航海・計器」，
「船舶運用」などの法定単位が必要となる。ま
た，大型漁船の乗組員（海技士や無線通信士）
養成のためには，中・大型実習船が必要となる。
　水産に関する小学科は，『学校基本調査報告
書』によれば，次の６つに区分されている。中
学校の進路指導の視点から見て，水産科の教育
分野についても，この６分野と考えてよい。
　水産科の学習分野は，次の６分野となってい
る。

８．６　家庭科の編成例

８．６．１　家庭科（家政科）のデータ

　高等学校の家庭科（家政科）の教育課程編成
実例（データ）を表３–１２ に示しておく。
　河野公子によると，平成２１年に改訂された
『高等学校学習指導要領』で，専門教育の家庭科
は，生活産業に対する消費者ニーズを的確に把
握して必要なサービス提供を行う企画力・マネ

ジメント能力の育成を重視して改訂が行われ
た１８）。
８．６．２　家庭科の教育課程の考察

　家庭に関する学科においては，「生活産業基
礎」と「課題研究」が原則履修科目である。
　普通教科「家庭科」の科目「家庭総合」（４単
位）を加えると， ３年間で３０単位の履修ができ
る。専門学科「家政科」としての特徴は，
ファッション造形基礎（４），フードデザイン
（４）である。２年次に各４単位を履修させ， ２
年次でどちらかを継続して選択させるという教
育課程である。一般に「家庭科は料理と裁縫で
ある」と認識されているとおり，フードデザイ
ンとファッション造形の二つが柱となっている
ことが分かる。

８．７　看護科の編成例

８．７．１　看護科（衛生看護科）のデータ

　高等学校の看護科（衛生看護科）の教育課程
編成実例（データ）を表 ３–１３ に示しておく。
　佐藤仁作によると，平成２１年に改訂された
『高等学校学習指導要領』で，看護科は，高い専
門性と確実な看護技術，豊かな人間性を備えた
質の高い看護師を育成する観点から見直しが図
られたと述べている１９）。看護師養成制度におけ
るカリキュラムの改正を考慮して，科目構成を
６科目から１３科目に増やしている。
８．７．２　看護科の教育課程の考察

　看護に関する学科においては，「基礎看護」と
「看護臨地実習」が原則履修科目である。この学
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＊筆者作成
図 ３－８　編成例における「水産科」の専門科目の学年配当図

＊筆者作成
図 ３－９　水産科の学習分野



科の特徴は，この２科目の単位数が多いことで
ある。「基礎看護」１学年と２学年で継続履修と
なっており８単位，看護臨地実習が１学年から
３学年までの継続履修で１０単位となっている。
幅広い看護の知識が必要であり，それに伴う実
習も不可欠だということで，全体で３９単位の履

修単位数になっている。

８．８　福祉科の編成例

　高等学校の福祉科の教育課程編成実例（デー
タ）を表 ３–１４ に示しておく。
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表 ３－１３　看護科（衛生看護科）の教育課程の編成例（平成２５年度入学者）

■第１学年
国語総合（３），世界史Ａ（２），数学Ⅰ（３），地学基礎（２），体育（３），音楽Ⅰ・美術Ⅰ・書道Ⅰ
（２），コミュニケーション英語Ⅰ（４），家庭基礎（２），基礎看護（５），人体と看護（３），看護臨
地実習（１），看護情報活用（２），LHR（１）

■第２学年
国語総合（２），現代文Ｂ（１），現代社会（２），数学Ⅱ（１），数学Ａ（３），化学基礎（２），生物基
礎（２），体育（２），コミュニケーション英語Ⅱ（４），基礎看護（３），人体と看護（１），疾病と看
護（３），生活と看護（１），成人看護（１），老年看護（１），看護臨地実習（３），LHR（１）

■第３学年
現代文Ｂ（３），日本史Ａ（２）・数学Ⅱ（３），発展化学基礎（２），発展生物基礎（２），体育（２），
英語表現Ⅰ（３），基礎看護（１），疾病と看護（１），生活と看護（２），成人看護（２），老年看護
（１），小児看護（２），看護臨地実習（６），LHR（１）

＊広島県の公立高等学校（衛生看護科）の HPを基に筆者作成（２０１３．１２．１０．閲覧）

表 ３－１２　家庭科（家政科）の教育課程の編成例（平成２５年度入学者）

■第１学年
国語総合（５），世界史Ａ（２），数学Ⅰ（３），化学基礎（２），体育（２），保健（１），コミュニケー
ション英語Ⅰ（３），英語会話（２），家庭総合（４），生活産業基礎（２），生活産業情報（２），総合
的な学習の時間（１），LHR（１）

■第２学年
現代文Ｂ（２），現代文Ｂ（２），日本史Ｂ（２），数学Ａ（２），生物基礎（３），体育（３），保健（１），
コミュニケーション英語Ⅱ（５），子どもの発達と保育（２），ファッション造形基礎（４），フード
デザイン（４），総合的な学習の時間（１），LHR（１）

■第３学年
現代文Ｂ（２），古典Ｂ（２），日本史Ａ（３），現代社会（２），体育（２），音楽Ⅰ・美術Ⅰ・書道Ⅰ
（２），コミュニケーション英語Ⅲ（５），課題研究（３），こども文化・化学（３），ファッション造形
基礎・フードデザイン（４） ，服飾手芸・国語表現・数学活用（２），総合的な学習の時間（１），
LHR（１）

＊茨城県の公立高等学校（家政科）の HPを基に筆者作成（２０１３．１２．１１．閲覧）

＊筆者作成
図 ３－１０　編成例における　「家庭科」の専門科目の学年配当図



８．８．１　福祉科のデータ

　表３–１４ 参照。
　図 ３–１２ 参照。
８．８．２　福祉科の教育課程の考察

　福祉に関する学科は，「社会福祉基礎」と「介
護総合演習」の２科目が原則履修科目である。
教育課程編成上の特徴は， ３年間の継続履修科
目が４科目あるという点にある。その４科目と
は，「社会福祉基礎」・「生活支援技術」・「介護

総合演習」・「こころとからだの理解」である。
福祉科の教育課程の構造は，看護科の場合と似
ており，学年の進行に応じて専門科目の比重が
高くなっている。

８．９　総合学科の編成例

　高等学校の総合学科の教育課程編成実例
（データ）を表 ３–１５ に示しておく。
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＊筆者作成
図 ３－１１　編成例における　「看護科」の専門科目の学年配当図

表 ３－１４　福祉科の教育課程の編成例（平成２５年度入学者）

■第１学年
国語総合（４），世界史Ａ（２），数学Ⅰ（３），体育（３），保健（１），音楽Ⅰ・美術Ⅰ・書道Ⅰ（２），
コミュニケーション英語Ⅰ（３），家庭総合（２），社会福祉基礎（２），生活支援技術（２），介護総
合演習（１），こころとからだの理解（２），福祉情報活用（２），LHR（１）

■第２学年
現代文（２），世界史Ａ（２），現代社会（２），数学Ａ（２），化学基礎（２），体育（２），保健（１），
音楽Ⅱ（２）・美術Ⅱ（２）・書道Ⅱ（２），英語Ⅱ（２），家庭総合（２），社会福祉基礎（１），介護福
祉基礎（１），コミュニケーション技術（２），生活支援技術（３），介護総合演習（１），介護実習
（２），こころとからだの理解（２），LHR（１）

■第３学年
現代文（３），地理Ａ（２），政治経済（２）・発展数学（２），生物Ⅰ（３），体育（２），音楽研究（２），
英語Ⅱ（２），食文化（２），社会福祉基礎（１），介護福祉基礎（４），生活支援技術（２），介護過程
（４），介護総合演習（１），介護実習（２），こころとからだの理解（１），福祉総合（２），LHR（１）

＊広島県の公立高等学校（福祉科）の HPを基に筆者作成（２０１３．１２．１０．閲覧）

＊筆者作成
図 ３－１２　編成例における「福祉科」の専門科目の学年配当図



８．９．１　総合学科のデータ

　表３–１５ 参照。
８．９．２　総合学科の教育課程の考察

　総合学科は，「産業社会と人間」と「課題研
究」の２科目が原則履修科目である。（上記の高
等学校は，「課題研究」に替えて「総合的な学習
の時間」で対応している。）総合学科の教育課程
編成上の特徴は， ２・３年次の選択科目の割合
が圧倒的に高いという点にある。編成事例で
は， １年次で２単位， ２年次で２２単位， ３年次
で２６単位，合計５０単位の科目選択が可能になっ
ている。因みにこの学校の選択科目の科目数は，
約１５０科目である。
《系列》としては，①生活デザイン，②システ
ム技術，③メカニクス，④エレクトロニクス，
⑤人文・理数，⑥フードデザイン，⑦エコロ
ジー，⑧情報ビジネスの８つの系列がある。各
系列で，「主たる系列指定科目（専門科目）」を
２年次で８単位と「グリーンデザイン（２単
位）」で１０単位， ３年次で８単位が示されてい

る。つまり，最低でも１８単位の専門科目の履修
をするようになっている。仮にすべての選択科
目が専門科目だけであるとすれば，最大で５０単
位の履修が可能になっている。系列指定科目が，
１６単位あることは，科目選択のモデルパターン
を示して，いわゆる「つまみ食い」防止を目指
したものであろう２０）。
　他にも和歌山県の高等学校の事例であるが，
総合学科で，「１年次に総合系列と福祉系列に分
け， ２年次から総合系列を１２のコースに分けて
いる」学校がある２１）。この表現は混乱を招くと
考えられる。筆者は，系列を学科と言い換える
べきであるし，コースは系列と呼ぶべきである
と考える。一般的には，「一つの高等学校に総合
学科と福祉科が併設され，総合学科の中に１２の
系列がある」と説明すれば納得できる。筆者が
指摘しておきたいことは，そこまでして総合学
科の中で専門性を深めたいと願うならば，専門
学科を設置すべきだということである。高等学
校の教員は，つまみ食い的に系統性を無視して
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表 ３－１５　総合学科の教育課程の編成例（平成２５年度入学者）

■第１学年
国語総合（４），現代社会（２），数学Ⅰ（４），科学と人間生活（２），体育（３），保健（１），音楽
Ⅰ・美術Ⅰ・書道Ⅰ（２），英語Ⅰ（４），家庭基礎（２），社会と情報（２），産業社会と人間（２），
総合選択科目（２），LHR（１）

■第２学年
物理基礎（２）・化学基礎（２）・生物基礎（２）・地学基礎（２），体育（２），保健（１），グリーンデ
ザイン（２），選択科目（２２），総合的な学習の時間（１），LHR（１）

■第３学年
体育（２），選択科目（２６），総合的な学習の時間（２），LHR（１）

＊熊本県の公立高等学校（総合学科）の HPを基に筆者作成（２０１４．２．７．閲覧）

＊筆者作成
図 ３－１３　編成例における「総合学科」の専門科目の学年配当図



専門科目を選択させて学ばせることが，如何に
無責任なことであるかを十分に承知している筈
である。
　平成６（１９９４）年度に登場した総合学科であ
るので，すでに２０年が経過している。そのこと
を考えれば，総合学科の課題は明らかになって
きており，見直しの時期が来ているのかもしれ
ない。

８．１０　小　括

　ここでは，実際の高等学校の教育課程の編成
実例（データ）を基に，各学科の特徴を考察し
た。分かったことは，高等学校の教育課程は，
全体に占める専門科目の割合だけを見ても各学
科によって極めて多様なものだということであ
る。特に職業系の専門学科は，履修させる科目
名だけを見てもその専門性の深さや多様性が推
測できる。高等学校の教育課程は，学校や学科
毎に特色があり，多様なものであるため，それ
らを網羅的に理解することは簡単なことではな
い。これは高等学校の教員の立場で考えても，
自分の勤務する高等学校の教育課程は理解でき
ていても，他の学校・学科のことは深く理解で
きていないことが多い。まして，中学校の教員
の立場で考えると尚更であろう。
　本研究で取り上げた代表的な各学科の教育課
程の内容を理解するだけでも，至難の技かもし
れない。ただし，少なくとも専門性を深めるた
めに各専門学科では，専門科目を大単位で学ば
せていることは理解できる筈である。同時に，
高等学校である以上，国語や数学，英語などの
普通教科の科目の学習を捨てている訳ではなく，
普通科と比較すれば単位数は少ないが， ３年間
で専門科目以上に学んでいるということも分か
る筈である。
　中学生を「教科の成績」によって分類し，そ
の受験学力を「能力」と見做し，普通科・専門
学科・総合学科の区分であらかじめ序列化した

学校・学科に振り分けているとしたならば，必
ず高等学校の格差が発生する。その結果，生徒
同士の間で激しく冷たい競争主義が蔓延する。
生徒達を優越感，劣等感，ねたみ，不安，いら
だちの渦に巻き込んでいくことになる２２）。
　そうならないためには，中学校の教員の進路
指導に当たって次のような基本姿勢が重要にな
る。教員は，高等学校教育の多様性を正しく理
解させ，偏見や先入観を排除して個々の生徒に
とって望ましい選択ができるように指導しなけ
ればならない。高校生の中途退学者の増加や不
本意入学の問題を解決するためにも，画一的な
進路選択から脱皮し，個性を活かす多様な進路
選択への指導に切り替えていく必要がある２３）。
　いわゆる「困難校」とか「底辺校」と言われ
る高等学校であっても，教員の懸命な教育活動
の結果，卒業までに大きく成長し「この学校に
来てよかった」と心から思える生徒を多く育て
ていることを知っておくべきである２４）。
　小学科制とコース制の場合は，中学生が高校
入試の段階で選択するので，小学科名やコース
名から専門分野の学習内容が想像でき，各学
科・コースの違いがパンフレットなどで明示で
きることが重要になる。類型制や選択制につい
ては，高校１年次に選択することになるので，
その詳しい内容を中学生に説明することはない
が，各制度の特徴は理解させておくことが望ま
しい。普通科との比較において，専門学科にお
ける進路は多様化しているが，進学・就職とも
に親密で手厚い支援が行われている現実も知っ
ておく必要があるだろう２５）。
　総合学科の場合は，選択科目が圧倒的に多く
なり，専門科目を専門学科と同じ程度又はそれ
以上に履修することが可能になることが分かっ
た。ただし，専門科目を多く履修するというこ
とは，普通科目の履修単位数がその分だけ減少
することになる。保健体育以外の高等学校で必
履修となっている科目は，ほとんど１年次で履
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修させ， ２・３年次では，選択履修幅を大きく
確保している。
　中学生の進路指導の視点からは，教員が上記
の違いを生徒に分かり易く説明できるようにし
ておく必要がある。なぜならば，興味・関心が
ない分野を学習する時には，学習意欲が低くな
るのが一般的傾向だからである。総合学科の場
合は，興味・関心に応じて学べるということが
建前になるが，選択科目（科目選択群）の設定
には，おのずと限界があることも説明しておく
べきである。
　高等学校の場合，教育課程の編成についての
教員の姿勢は消極的で受け身になる傾向がある
と言われている。各高等学校では，学習指導要
領の改訂を受けて新しい教育課程を編成作業が
なされるからである。教員の側からすると改訂
の内容と日常の授業との乖離があるため，文部
科学省や県教育委員会という上部機関への反発
心と依存心という二つの心理状態があることが
指摘されている２６）。新教育課程の編成について
は，県教育委員会の指導の下で，管理職を中心
とした高等学校の主体的で積極的な対応が学校
経営における課題となる。教員の視点から捉え
るならば，「学校現場に安定感を作り出すこと」
が重要である２７）。教育課程の編成においては，
学習指導要領の改訂のよる新たな流れと従来の
継承・発展を図る流れという二つの流れについ
て，学校現場のバランス感覚と教員の知恵に
よってマネジメントすることが要求される。

９．　中学生の情報収集に関する考察

　中学生は，どのような方法で進路情報を獲得
しているのだろうか。中学校の進路指導計画の
内容次第で，その情報量は大きな格差が発生す
ることは事実である。中学校の進路指導では
「働くこと」と「学ぶこと」の二つのテーマにつ
いて展開することになる。働くことと学ぶこと
を繋ぐことが最も重要だと考えている。なぜな

らば，下村哲夫が述べているとおり，「働くこ
と」と「学ぶこと」の二つを「生きること」の
観点から考えることがキャリア教育であり，「何
の為に勉強するのか？」・「働くためには何を勉
強すればいいのか？」が分かるからである２８）。
それゆえに，進路指導の展開で重要なことは
「生徒自身に調べさせる」と「生徒自身に体験さ
せる」という二つの方法を採用するということ
である。
　先行研究によって，中学生の進路選択におい
ては，保護者からの情報によって最も影響を受
けることが分かっている。勿論，中学校の教員
や同級生からの情報も重要である。教員が忘れ
てはならないことは，「正しい進路選択というも
のは存在しない」ことである。逆に言えば「ど
のような進路選択をしても生徒にとっては正し
いものである」ということである。「将来の進路
をどうするのか？」という問いに対する正解は，
決して一つである筈はない。いくつもの正解が
あると考えるべきであろう。従って，生徒が進
学先を選択する際には，様々な選択肢を多角的
に分析できるように配慮しなければならない。
多様な高等学校の中から一つの志望校を絞り込
むことがなかなかできない生徒に対しては，教
員は待つことができず結論を出すことを急がせ
ることがある。その際には，教員が（合格可能
性を第一に考えて）一つの高等学校に誘導して
いく傾向が強くなる。結果的に，教員の一定の
価値観に基づく（善意の）押し付けや決め付け
が起きやすいことを指摘しておきたい。教員は
「生徒に結論を出すことを急がせてはならない」
のである。
　進路選択は「生徒の自己決定」が大原則であ
る。なぜならば，他人が決めたことに従った場
合，生徒の満足度が低くなり易く，学校や学科
への不適応が起きるケースがある。最悪の場合
は，退学・休学などに行きつくということが少
なくないからである。これは，「生徒に決めさせ

32 広島経済大学研究論集　第３７巻第１号



ればよい」という放任主義の考え方を採用せよ
ということではない。中学校の教員は，目の前
の生徒が自分の興味・関心や将来就くであろう
職業などを検討していけるように計画的かつ体
験的に学ぶための支援を怠ってはならない。
　筆者の問題意識は，「中学生は高等学校の真実
の姿を知っていないのではないか？」というこ
とである。高等学校の真実の姿，つまり「真像」
を知らせぬまま志望校の選択をさせることは避
けなければならない。敢えて付言するならば，
中学校の教員も高等学校の「真像」を捉えるこ
とは難しいことである。必要な情報の提供が不
足しているのは，高等学校側の責任も大きいと
言える。中学校の教員は「進路選択は生徒と保
護者に任せる」という姿勢が根強く存在し，教
員自身が高等学校の詳細を知る必要性を感じて
いないのかもしれない。中学生が選択できる進
学先は限定的であり，県内すべての高等学校の
ことを知る必要はない訳である。ただし，多様
な教育内容や水準を過去の古いデータを更新し
ないで，中学生を指導していたとしたら，進学
後に様々なミスマッチが生じてくる恐れがある。
　言うまでもなく，高等学校の選択は，生徒の
一生を左右する重大な決定である。高等学校卒
業後の進路にも大きく影響し，就職先も変わっ

てくる。我が国は「学歴社会」であり，大卒の
生涯賃金は， ３億を超えるが，高卒では２億５
千万程度であることを考えれば，「大学はお買い
得だ」として多くの生徒が大学を目指すことを
首肯できる現実がある２９）。
　ここでは，中学生や中学校の教員が高等学校
に関する情報を入手する機会について，学校現
場での現実に即して考察しておきたい。その機
会としては，図 ３–１４ に示したように中学校側の
approachと高等学校側の approachの両面があ
る。

９．１　高等学校一日体験入学

　中学生にとっては，高等学校が夏休み中に実
施している「一日体験入学」が最も重要な情報
入手の機会である。
　現在，すべての高等学校がこの中学生を対象
とした体験入学（オープン・スクール）を実施
している。一般には中学３年生が中心であるが，
中学２年生の参加を認めている高等学校もある。
この体験入学への参加者数が，実際の応募者数
に影響してくることが分かっている。検討すべ
き問題は，実施時期と内容である。実施時期は，
夏休みに入ってからということが多いが，秋に
実施する高等学校も増えている。秋に実施する
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＊筆者作成
図 ３－１４　中学生側の情報収集と高等学校側の情報提供



のは， ２回目ということが多い。
　中学生にすれば，実施回数が増えれば，それ
だけ全体として参加機会が増えるので，望まし
いことである。
　高等学校側から見ると，中学生に直接語りか
けることができるので，この一日体験入学を大
切にする必要がある。「中学生によい印象をもっ
てもらえる」ように工夫している。
　筆者は，在校生（３年生）の代表数名から学
校生活の様子を話す時間を設けたことがあった。
在校生のスピーチは，「高校で頑張っている様
子がよく分かった」と，中学校の教員の評価が
高かった。それによって，中学生への進路指導
が適切に行われることが期待でき，ミスマッチ
が防げるのではないだろうか。
　体験入学の実施内容としては，全体説明・授
業体験・施設見学・クラブ見学（体験）などが
一般的である。中学生は，校内で高校生と接す
る機会が多くあるので，その時の印象が強いと
いうことが分かっている。授業体験やクラブ体
験の際に高校生に中学生を指導させる場面を設
定することも多い。中学生にとっては，高校生
のお兄さんやお姉さんということであり，何と
なく頼もしい憧れの存在ということであろう。
　中学校の教員側は，できるだけ多くの高等学
校の体験入学へ参加するように指導している。
そのため，中学３年生の夏休みは忙しくなる。
中学校の教員が引率する場合もあるが，それが
できない場合は，PTA役員などの保護者に依頼
していることもある。

９．２　高等学校への訪問学習

　中学生が「総合的な学習の時間」を利用して，
高等学校を訪問することが多くなっている。
５～８名の小グループで，高等学校へ行き，事
前に考えてきた質問をして記録する。中学校に
戻って調べてきたことを整理して，発表すると
いう流れになっている３０）。生徒が知りたいと思

うことを，実際に高等学校で尋ねるという取り
組みは，生徒が進路選択に主体的に取り組むと
いう意味で有効である。ただし，調べる内容を
事前に中学校で整理させて，それを指導してお
く必要がある。中学生は，「食堂のメニュー・値
段を知りたい」とか，「部活動の時間や部員数を
知りたい」，「校則はどのようなものか知りたい」
という現実もある。
　高等学校では，中学生の訪問を受け付けて，
予め予想される質問項目を考えて，必要な資料
を揃えている。問題があると考えているのは，
「その高等学校へ志願する予定のない生徒を訪問
させている」ことがあるという点である。中学
校の教員が，機械的にグループ編成をしている
結果であるのかもしれないが，中学生が質問す
る内容によって，教育内容に興味・関心がない
ことが分かる。敢えて言えば，高等学校への訪
問学習が形骸化しているという側面を否定する
ことができない。折角，訪問するのであれば，
授業参観をさせるなどして，高等学校の授業の
実情を知らせる必要があるだろう。教頭や教務
主任が学校の概要を説明して，校内を簡単に案
内するだけのことであれば，訪問する意味は少
ない。

９．３　卒業生（先輩）を囲む会

　中学生が最も重視しているのは，“先輩の生の
声”である。高等学校の教員の説明は，綺麗ご
との建前が多いと受け止めている。そのような
セールス・トークよりも，すでにその高等学校
へ入学して学んでいる先輩の本音の話の方が信
頼できるのである。例えば，特定のクラブ活動
の実態や教科・科目の勉強の難しさ，取得でき
る検定資格なども具体的な内容を把握すること
ができる。中学校によっては「卒業生を囲む会」
を設けて，中学生から卒業生に質問するという
機会を設定している。中学生にとっては，憧れ
の先輩の話す内容は貴重なものであり，刺激を
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受けるに違いない３１）。
　この「卒業生を囲む会」の運営方法について
は，教員側の工夫と配慮が不可欠である。「卒業
生（先輩）」として招待する者をどのように選定
するのかという問題がある。いわゆる優等生的
な卒業生ばかりを招いた囲む会では，中学生は
満足しないかもしれない。少なくとも，普通
科・専門学科（工業科・商業科など）・総合学科
に通っている卒業生を招く必要がある。
　また，卒業生に対する中学生からの質問事項
を絞り込む必要がある。中学生にとって普段は
知ることが難しい関心事を選択しなければ，開
催の意味がなくなる。
　あらかじめ，絞り込んだ質問事項を前もって
卒業生に知らせておくことも重要である。そう
することによって，卒業生が予め説明すること
を簡潔に整理しておくことができるからである。
これは，時間短縮，適切な時間配分にも繋がる
ことである。
　参加する中学生の姿勢や態度についての事前
指導も欠かすことができない。漫然と参加する
だけでは，先輩の重要なメッセージやアドバイ
スを聞き逃すことにもなりかねない。

９．４　中学校主催の学校説明会

　中学校では「学校説明会」という行事を設定
して，１０校程度の高等学校から学校・学科の説
明をしてもらう機会がある。つまり，高等学校
の教員が，中学校に出向いて学校・学科の説明
をする機会があるということである。そこには，
中学生の保護者が同席していることもある。そ
の多くは学校生活先般の様子を映像で紹介した
り，パワーポイントで紹介したりするものであ
る。学校紹介のパンフレットを配付し，その内
容を簡単に紹介するという高等学校がほとんど
である。
　高等学校の教員は，１０分から１５分という短時
間で，印象に残る話をすべきである。学校紹介

のパンフレット等に記載されていないことで，
進路選択の際に参考になるような，在校生の
“エピソード”を話すことも有効であろう。具体
例としては，高等学校に入学して以来，毎日の
睡眠時間３時間で，在学中に日本商工会議所主
催の簿記検定試験１級（大学卒業レベル）に独
学で合格した生徒が，難関私立大学の推薦試験
に合格した話や，珠算１０段の生徒で，各種の競
技会で好成績を収め，国立大学の商学部に入学
した話などである。また，部活動で頑張って，
全国大会に出場した生徒達の活躍ぶりや，学校
デパートなどの特色ある学校行事で，リーダー
の役割を果たして成長した生徒のことを話すこ
ともある。このような印象に残る数人の“サク
セス・ストーリー”は，よくできたパンフレッ
トよりも余程効果的であると考えている。
　特に，私立高等学校の説明は，内容も練られ
ていて「是非，受験して欲しい」という気持ち
が前面に出てくる。また，公立高等学校の教頭
は「高校に入学したら遊びたいという人は，受
験しないでください」という説明をすることが
ある。多くの普通科の高等学校の説明は，過去
の卒業生の有名大学への合格者数を中心として
おり，教育内容の特色については省略されるこ
とが多い。職業系の専門学科の場合は，進路実
績として生徒が聞いたことのあるような有名な
企業名を知らせることであるので，同じような
ものであるが，「学ぶことは，働くことに直結し
ている」ことを理解してもらうためには，中学
生にこのような説明が生きてくるに違いないと
考えている。
　中学校側が企画する際に，どこの高等学校に
声を掛けるのかという選定の問題と， １校当た
りの持ち時間という時間設定の問題を検討する
必要がある。また，説明の前に配付する資料が
多くなり過ぎる傾向があるので，説明で使用し
ないような資料は行事終了後に配付するように
工夫しなければならない。
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９．５　高等学校主催の学校説明会

　高等学校でも「学校説明会」を開催している。
参加対象は，主として中学校の教員であるが，
中学生の保護者の参加を認める場合もある。説
明する内容は，学校・学科の特色や学校行事・
クラブ活動全般である。中学校の教員が本当に
知りたいことは，このような内容ではなく，「入
試において何を重視しているのか？（クラブ活
動の実績は地区大会の結果も含むのかなど）」，
「合格するには内申点がどの程度必要か？」，「進
学や就職の実績はどうか？（前年度どこの大学
へ現役で何人合格しているのかなど）」ことであ
る。しかし，高等学校側から言えば，学校要覧
やパンフレットなどに，記載されていないもの
は，原則として詳しく説明することがない。
　高等学校で頑張っている生徒の何人かをピッ
クアップして，その成長の過程や成果を披露す
べきだと考えている。勉強で頑張っている生徒
もいれば，部活で厳しい練習に耐えている生徒
もいる。また，生徒会の執行役員となって活躍
している生徒や，学校行事でリーダーシップを
発揮している生徒もいる筈である。その意味か
ら，在校生の代表として生徒がスピーチするこ
とも在り得る。
　中学校側から見れば，各高等学校がそれぞれ
独自の日程で開催する「学校説明会」では，す
べてに参加することが難しいという問題がある。
広島市では，その問題を解決するために，特定
の日時を設定し，広島市の教育センターを会場
にして「合同学校説明会」を開催している。一
度に多くの高等学校の資料・情報が入手できる
ので効率的だと考えてのことであろう。
　高等学校で開催される中学校教員を対象とし
た「学校説明会」を充実させる必要があると考
えている。なぜならば，多くの中学校の教員に，
高等学校の雰囲気や生徒の状況を知ってもらい
たいからである。また，実際の「授業参観」を
含め，中学校側が求めている情報を可能な限り

多く提供するためでもある。中学校の教員が，
高等学校の授業を参観する機会は実際には少な
い。現在，公立高等学校の授業は，原則として
公開されており，広島県で実施している１１月上
旬の「学校へ行こう週間」でなくとも，事前に
連絡すれば授業を参観できる。

９．６　中学校での出前授業

　中学校と高等学校の連携は，相互に授業を参
観し合うということが理想である。高等学校の
教員は，中学校への「出前授業」などで，実際
に授業を実施している。中学校の中には，「生徒
の一部が荒れている」場合もあるが，ほとんど
は真面目な生徒たちである。中学校側は，その
ような生徒のためにも，年間計画の中に出前授
業を入れて欲しいものである。
　高等学校側は，自分の学校・学科の特徴的な
科目内容を中学生向けにアレンジして，分かり
易く授業を展開する必要がある。その学科のど
こに特徴があり，どんな分野の学習に重点が置
かれているのかが分かるように解説もすべきで
あろう。
　例えば，商業科では「簿記」という特徴的な
科目があるが，これを出前授業のような短時間
で展開することはかなり難しいことである。あ
る高等学校の教員は，パソコンを使って「ビジ
ネス・ゲーム」を実施していた。具体的には，
経営者が判断する項目として，製造数量や販売
単価，設備投資，広告宣伝などの数項目をグ
ループで話し合って決めて，それをパソコンに
入力し，損益計算書や貸借対照が出力され，順
位が決まるというものである。企業経営のシ
ミュレーションである。これは，高等学校の授
業で実際に使用していたものであるが，中学生
向けに少し工夫していた。
　中学校の教員が近隣の高等学校で授業を行う
ということを提案したい。授業を実施すること
で，高等学校の雰囲気や生徒の状況が分かり，
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中学生への進路指導の際に体験したことを具体
的に話すことができるようになる筈である。

９．７　小　括

　ここでは，中学生の進路情報の入手方法につ
いて考察した。筆者は，「高等学校一日体験入
学」と「中学校主催の学校説明会」の二つが重
要だと考えている。一日体験入学は，実際に高
等学校を訪問して授業を受けるという意味で貴
重なものであり，学校説明会は，高等学校側か
ら直接すべての生徒へ訴えることができるとい
う意味で重要である。ただし，一日体験入学は，
すでに中学生が志望校を絞り込んでいる段階で
実施するため，参加する生徒は限定されている
ことが多い。また，中学校主催の学校説明会は，
中学校側から要請がなければ説明に行くことは
できないし，説明の時間も１５分から２０分程度と
短時間であることが多いため，詳しい説明はで
きない。
　また「卒業生を囲む会」と「中学校での出前
授業」の二つについても充実させるべきではな
いかと考えている。卒業生を囲む会は，中学生
にとっては，先輩の“生の声”を聴く貴重な機
会となる。出前授業は，高等学校の授業の一部
を体験できる絶好の機会となる。中学校で，こ
の二つの行事を年間計画の中に位置づけていく
ことで，高等学校の現実の姿を理解でき，ミス
マッチが防止できるのではないだろうか。
　高等学校とは，どういうところか，どのよう
な課程や学科があり何が学べるのか，入試には
どんな種類があり，どのような準備が必要なの
かという情報を生徒が収集する機会を多く設定
することが，中学校の役割である３２）。
　一つの提案であるが，中学校の教員は多忙で
あるので，教育委員会事務局で「学科紹介DVD」
を制作して県内の各中学校に配付するという方
法を採用してはどうだろうか。勿論，内容が陳
腐化したものでは意味が無いので， ４・５年ご

とに更新する必要があるだろう。特に農業科・
工業科・商業科の学習は実習が多く，写真や文
章で説明し難い部分があるので，映像によって
理解してもらうことが望ましい。かつて広島県
教育委員会事務局で，総合学科の紹介ビデオを
制作したことがあるが，２０分程度にコンパクト
に纏めれば視聴し易いだろう。これには予算が
かかるけれども，中学校の教員からも歓迎され
ると考えている。
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